
佐賀県次代へつなぐ森林再生事業実施要領 
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令和８年４月１日林業第 238 号 改正 

 

 

 

（目的） 

第１ この要領は、佐賀県次代へつなぐ森林再生事業（以下、「事業」という。）を実施するに当たり、

補助金の適正な執行を図ることを目的とする。 

 

（関係法規） 

第２ 事業の実施については、佐賀県造林事業実施要領（以下「造林事業実施要領」という。）、佐賀

県造林事業実施要領運用規程（以下「造林事業運用規程」という。）、佐賀県次代へつなぐ森林再

生事業補助金交付要綱（以下、「要綱」という。）及び関係法令の定めによるほか、この要領に定

めるところによる。 

 

（事業の実施期間） 

第３ 本事業の実施期間は、平成３０年度から令和９年度までの１０か年とする。 

 

（事業の採択基準） 

第４ 採択基準については、別記１のとおりとする。 

 

（事業計画） 

第５ 事業主体は、当該年度の４月２０日までに事業計画承認申請書（様式第１号）を知事に提出

し、その承認を受けるものとする。ただし、当該日以降に事業計画承認申請書を提出する必要が

生じた場合は、事業を実施する前までに提出し、承認を受けるものとする。 

また、要綱第５条第１項の規定に基づき事業主体で補助金の交付申請及び受領を第三者に委

任しようとする者は、事業計画承認申請を第三者に委任することができる。 

 ２ 事業主体は、次に掲げる重要な変更を行う場合においては、事業の完了前までに事業計画変

更承認申請書（様式第１号）を作成し、第１項に定める事業計画承認申請に準じて事業計画の変

更承認申請を行うものとする。 

（１） 事業種目ごとかつ施業種ごとの面積または延長の３割を超える増 

（２） 計画承認された施行地の採択基準の変更 

 ３ 農林事務所長は、第１項に定める事業計画承認申請書及び第２項に定める事業計画変更承認



申請書が提出されたときは、県林業課長に送付するものとする。ただし、事業計画書の各調査結

果表の添付書類については、農林事務所において管理するものとする。 

（補助金の交付申請） 

第６ 要綱第４条第３項に定める補助金交付申請書の提出期限は、原則として下表によるもの 

とする。 

 

第１期 第２期 第３期 

６月３０日 ９月３０日 ２月２０日 

２ 補助金交付申請に必要な書類は別表のとおりとし、事業主体は、補助金交付申請書に添付す

るものとする。 

３ 農林事務所長は、要綱第４条第１項に基づき補助金交付申請書が提出されたときは、補助金

申請書を取りまとめ、竣工検査を実施し第１項で定める期限までに、県林業課長に送付するも

のとする。ただし、要綱第４条第１項に定める様式第１号を除く添付書類については、農林事

務所において管理するものとする。 

４ 農林事務所長は、現地検査の件数が多く検査に多くの日数を要する場合、また、搬出間伐に

おいて、搬出した材積の確定に多くの時間を要する場合など、補助金交付申請の事前に一部現

地検査が必要と判断される場合は、これを行うことができるものとする。 

  なお、その際、施行主体は、一部検査依頼（様式第２号）に必要書類を添付し提出するもの

とする。 

 

（竣工検査） 

第７ 農林事務所長は、補助金の交付を受けようとする者の立会いにより、造林事業検査指針を 

準用して竣工検査を行うものとする。 

２ 農林事務所長は、竣工検査を実施したときは、検査調書（様式第３号）を整理し、その写

しを県林業課長に送付するものとする。 

 

（代理申請） 

第８ 要綱第５条第２項に規定する代理人（以下「代理人」という。）は、申請手続等について

事業主体に指導を行うこととする。 

 ２ 代理人は、施行主体より次代へつなぐ森林再生事業完了届（様式第４号）を提出させるこ

と。ただし、条件不利地対策、再造林対策において、別途造林事業により完了届が提出され

た場合は、提出を省略することができる。 

３ 代理人は、交付決定及び額の確定の通知を受けたときは、速やかに補助金交付決定内訳書

の閲覧及び補助金の交付条件等の周知徹底等を事業主体に対し行うものとし、補助金を受領

した場合は、みだりに支払いの遅延や他に流用することがないようにするものとする。また、

代理人が受領した補助金は、県が交付に当たって示した内訳に従い、代理人が第９に定める

事務取扱い手数料を除く額を事業主体に支払うものとする。 

 

 



（事務取扱い手数料等） 

第９ 代理人が受ける補助金事務取扱い手数料（補助金の支払い等に要する経費を含む。以下「手数

料」という。）は当該事務に要する実費の範囲内とし、あらかじめ事業主体に対し書面その他の

方法により内容、金額等について周知する等、その透明化を図るものとする。 

 ２ 代理人の手数料の料率は、造林事業実施要領第１０の２に基づき、知事へ提出した料率によ

るものする。 

 

（森林作業道台帳） 

第１０ 森林作業道を開設及び改良した事業主体又は、当該森林作業道を管理する権原を有する

者は、当該路線の維持管理に努めるものとし、佐賀県森林作業道作設指針（平成２５年３月

２９日 林業第１９８７号。以下「作業道指針」という。）第１３の規定に基づき、森林作

業道台帳を整備するものとする。 

 ２ 県は、作業道指針第１２の規定に準じ指導に当たるものとする。 

 

（伐採等に伴う手続き） 

第１１ 植栽に係る伐採、間伐等の伐採行為を行う場合は、森林法第１０条の８、第１０条の９、

第１５条及び第３４条の規定に基づき、伐採届の提出又は保安林内立木伐採許可等の申請を

行わなければならない。 

また、他の法令等の規定による届出及び申請等が必要な場合は、所要の手続を行うもの

とする。 

 

（事故報告） 

第１２ 事業の実施において、死亡事故等の重大な事故又は通院を必要とする怪我などの事故が

発生した場合は、事故の概要及び原因、対応状況を速やかに所管の農林事務所へ報告を行う

ものとする。 

 

（書類の経由） 

第１３ 規則又はこの要領に基づき提出する書類は、所轄農林事務所を経由しなければならない。 

 

（補則） 

第１４ この事業の実施については、この要領に定めるもののほか、知事が別に定めるところによ

るものとする。 

 

附 則 

この要領は、平成３０年度事業から適用する。 

附 則 

この要領は、令和元年度事業から適用する。 

附 則 

この要領は、令和３年度事業から適用する。 

ただし、改正要領の施行日より以前に着手している場合はこの限りとしない。 

附 則 



この要領は、令和５年度事業から適用する。 

ただし、改正要領の施行日より以前に着手している場合は、この限りとしない。 

附 則 

この要領は、令和５年度事業（第２期申請）から適用する。 

ただし、改正要領の施行日より以前に着手している場合は、この限りとしない。 

附 則 

この要領は、令和６年度事業から適用する。 

附 則 

この要領は、令和７年度事業から適用する。 

附 則 

この要領は、令和７年度事業（第２期申請）から適用する。 

附 則 

この要領は、令和８年度事業（第１期申請）から適用する。 

 

 



別記１ 

事業の内容及び採択基準 

事業区分 事業種目 事業内容 採択基準等 
１間伐タイ

プ 
(1) 条 件 不 利

地対策 
搬出間伐 （対象森林） 

次に掲げる要件をすべて満たすこと。 
① 原則として私有林又は分収林（立木が公的

に管理されている場合を除く）であること。 
② １施行地あたりの搬出材積が、佐賀県造林事

業（以下、「造林事業」という。）で実施する場

合に１０m3/ha 以上４０m3/ha 未満であるこ

と。 

③ 造林事業を活用した搬出間伐の実施が確実

に見込めること。 
④ 下記のいずれかに該当すること。 
ア 形質率が５０％以下（林齢が３５年生以

下の森林は形質率７０％以下）であること。 

※形質率＝（間伐本数-間伐木の内の形質不

良木）/間伐本数 

イ 間伐施行地の中心から土場等までの運材

距離が１００ｍ以上であること。架線集材

の場合は、集材距離が１００ｍ以上である

こと。 

ウ 平均斜面傾斜が３０度以上であること 

（制限） 
 事業完了年度の翌年度から起算して５年間は

皆伐及び森林以外の用途変更を行わないこと 
 (2) 自 力 等 対

策 
切捨間伐 
搬出間伐 
森林作業道 
ただし森林作

業道は当事業

で搬出間伐を

実施した場合

に限る。 

（対象森林） 
次に掲げる要件をすべて満たすこと。 

① 原則として私有林又は分収林（立木が公的に

管理されている場合を除く）であること。 
② １施行地が０．１ha 以上及び１申請単位が

５．０ha 未満であること。 
（事業の実施） 
① 間伐率はおおむね２０％以上３５％未満と

する。 
② 造林事業の補助要件外であること。 
③ 造林事業の完了年度の翌年度から起算して

５年以内に施業履歴がないこと。 
（制限） 
 事業完了年度の翌年度から起算して５年間は

皆伐及び森林以外の用途変更を行わないこと 



別記１ 

事業の内容及び採択基準 

事業区分 事業種目 事業内容 採択基準等 
２花粉削減

タイプ 
自力等対策 伐倒、搬出集

積 
（対象森林） 
次に掲げる要件をすべて満たすこと。 
① 原則として私有林又は分収林（立木が公的

に管理されている場合を除く）であり、現行

の森林の主要構成樹種がスギであること。 
② １施行地が０．１ha 以上かつ１伐区当たり

の面積の上限はおおむね 2.5ha とする。 
（事業の実施） 

① 国の特定機能回復事業の補助要件外である

こと。 

② 市町村森林整備計画に適合する伐採を行う

こと。 

③ 伐倒から人工造林までを一貫作業で行うこ

と。 

④ 搬出材積が 100 ㎥/ha 以上の場合に、100 ㎥

までを補助する。 

⑤ 植栽は１ha 当たり 2,000 本以下を基本と

し、植栽樹種については、サガンスギまたは

広葉樹とする。ただし、保安林においては指

定施業要件に従って１ha 当たり 2,000 本を超

えて植栽することができる。 

⑥ 山地災害危険地区の a1-a2 ランク及び土砂

災害防止法に基づく土砂災害警戒区域に該当

しないこと。 

⑦ 造林事業の完了年度の翌年度から起算して

５年以内に施業履歴がないこと。 

⑧ 事業主体が森林所有者等との協定（別紙15）

に基づいて実施する一貫作業等であること。 

⑨ 当該事業は立木売買契約により事業を実施

できるものとするが、森林所有者と当該補助

金から事務取扱い手数料を除いた補助金相当

額を記載した見積書（施業提案書等）及び立

木売買契約書を取り交わしたうえで、事業を

実施すること。 

（制限） 
 事業完了年度の翌年度から起算して 10 年間

は皆伐及び森林以外の用途変更を行わないこ

と。 



別記１ 

事業の内容及び採択基準 

事業区分 事業種目 事業内容 採択基準等 
３皆伐タイ

プ 
再造林対策 再造林 

下刈 
（対象森林） 

次に掲げる要件をすべて満たすこと。 
① 原則として私有林又は分収林（立木が公的

に管理されている場合を除く）であること。 
② 造林事業で人工造林を実施する各種計画の

対象森林であること。ただし、造林事業で人

工造林を実施する各種計画の対象外であっ

て、森林経営計画又は特定間伐等促進計画を

作成する同意がある場合（別紙様式 10）は対

象とする。 

（植栽対象樹種） 
 造林事業の対象樹種とする。 
（下刈） 
 当該事業により再造林した施行地で行う下

刈。または、さがの森林
も り

フル活用チャレンジ事

業により植栽した箇所の下刈とする。 
（制限） 
 事業完了年度の翌年度から起算して５年間は

皆伐及び森林以外の用途変更を行わないこと。 
 
 
 



 別記１ 

事業の内容及び採択基準 

事業区分 事業種目 事業内容 採択基準等 
４連携支援

タイプ 
(1) 業 務 連 携

支援対策 
・伐採、再造

林等の工程調

整及び森林所

有者への説明 
・業務連携に

係る事務手続

等の調整 

（対象森林） 
 原則として私有林又は分収林（立木が公的に管

理されている場合を除く）であること。 
（事業の実施） 

① 林内整理実施者と連携して、現地確認、工

程調整、現場技術指導、完了確認等を行うこ

と。 

② 林内整理実施者とともに、伐採・再造林等

の森林所有者への説明を行うこと。 

③ 業務連携の結果、林内整理及び人工造林を

行った場合のみ補助対象とする。 
(2) 林 内 整 理

支援対策 
林地残材等の

整理 
（対象森林） 

  原則として私有林又は分収林（立木が公的に

管理されている場合を除く）であること。 
（事業の実施） 

① 皆伐により生じる林地残材等を機械等で整

理し、地拵えが人力で行える状態にすること。 

② 業務連携の結果、林地残材の整理を行った

場合のみ補助対象とする。 

③ 人工造林まで完了していること。 

（制限） 
 事業完了年度の翌年度から起算して 10 年間

は皆伐及び森林以外のへ用途変更を行わないこ

と。 
(3) 人 材 確 保

支援対策 
再造林に係る

人材の確保及

び現場技術指

導 

（対象森林） 
 原則として私有林又は分収林（立木が公的に管

理されている場合を除く）であること。 
（事業の実施） 

① 事業主体以外から人材を確保すること。 
② 事業主体から指導員を選定し、現場技術指

導を行うこと。 
③ 人材確保の結果、人工造林または下刈を 

行った場合のみ補助対象とする。 
(4) 技 術 指 導

支援対策 
再造林に係る

現場技術指導 
（対象森林） 
 原則として私有林又は分収林（立木が公的に管

理されている場合を除く）であること。 
（事業の実施） 

① 事業主体から指導員を選定し、事業主体以

外の人材に対して現場技術指導を行うこと。 



② 技術指導の結果、人工造林または下刈を 

行った場合のみ補助対象とする。 
③ １施行地あたり１指導対象とする。 
④ 同一の指導対象に対する補助は、人工造林

は２回、下刈は１回までとする。 
⑤ 指導対象は、個人又は団体とし、当該団体

については法人格の有無を問わないものとす

る。 
⑥ 下刈の技術指導対象者については、「刈払機

取扱作業者安全衛生教育」を受講するよう努

めるものとする。 
 

 



別表 
 補助金交付申請に必要な書類 
 

番号 必要書類名 様式 備考 

１ 誓約書 別紙１ 
自力等対策事業において、事業

主体が森林組合以外の場合必要 

２ 補助金交付申請内訳書 別紙８ 造林補助金集計システム帳票 

３ 
補助金交付申請内訳書（業務連携

タイプ） 
別紙９ 連携支援タイプに限り必要 

４ 委任状 要綱様式第２号  

５ 計画の作成に関する同意書 別紙１０ 

人工造林又は下刈の場合、森林

経営計画、特定間伐等促進計画

又は経営管理実施権配分計画の

対象森林ではない場合必要 

６ 社会保険等の加入状況実態調査表 別紙１１ 施行地ごとに作成 

７ 送電線下等施行地確認調査表 別紙１２  

８ 位置図 任意 
５万分の１地形図又はこれに準

ずるものに施行箇所を図示 

９ 施業図 別紙１３  

10 搬出材積集計表 任意 搬出間伐に係る交付申請 

11 森林作業道整備線形図 任意 
森林計画図等に図示。簡易構造

物は、設置箇所を明示 

12 森林作業道簡易構造物出来高図 任意 簡易構造物がある場合に添付 

13 事業主体と森林所有者等との協定 別紙１５ 花粉削減タイプに限り必要 

14 林内整理に関する合意書 別紙１６ 業務連携支援対策に限り必要 

15 森林所有者説明資料 別紙１７ 業務連携支援対策に限り必要 

※番号５～11 の書類について、補助金交付申請する施行地を造林事業で実施し、造林補助金交付

申請書の添付書類として県へ提出されている場合は、省略できるものとする。 
※連携支援タイプは、１、３、４、８、９、14、15 のみ必要。１は、林内整理実施者についても

提出すること。 



（様式第１号）

　　番　　　　　　号

　　　　年　月　日

　　佐賀県知事　　　　　　　　様

　　計画申請者 住所　

氏名　

　　　　 〇〇　　年度佐賀県次代へつなぐ森林再生事業計画（変更）承認申請書

　　佐賀県次代へつなぐ森林再生事業実施要領第５の規定に基づき、事業計画書を添えて

　申請します。



（別紙１）

　私は、下記の事項について誓約します。

　なお、県が必要な場合には、佐賀県警察本部に照会することについて承諾します。

　また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用

することに同意します。

　記

１　自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。

（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

　　　第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

（２）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する

　　暴力団員をいう。以下同じ。）

（３）暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者

（４）自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的

　　をもって暴力団又は暴力団員を利用している者

（５）暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又は

　　積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者

（６）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

（７）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者

２　１の（２）から（７）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の

　団体又は個人ではありません。

　　〇〇　　年 　 月 　 日

　佐賀県知事　　　　　　　様

住　所

（ふりがな）

氏　名

生年月日(大正・昭和・平成)　   　年　  　月　  　日

※事業主体ごとに作成すること

誓　　　約　　　書

注　１　氏名欄は本人が自署すること。ただし、法人の場合は、申請に係る責任者の氏名の自署を付記し、法人代表者の
　　　　氏名を記名とすることができる。
　　 ２　法人の場合にあっては、担当部署の責任者及び担当者の所属部署、役職、氏名及び連絡先を確認することがで
　　　　きる書面を添付すること。ただし、他の方法により確認を行うことができる場合は、この限りでない。



別
紙

２

１
　

実
施

箇
所

及
び

計
画

事
業

量

２
　

施
業

種
別

計
画

（
単

位
：

h
a
、

ｍ
）

花
粉

削
減

タ
イ

プ
連

携
支

援
タ

イ
プ

間
伐

タ
イ

プ

切
捨

間
伐

搬
出

間
伐

伐
倒

・
搬

出
集

積
再

造
林

下
刈

連
携

支
援

計
森

林
作

業
道

計

（
変

更
の

場
合

は
、

以
下

を
記

載
す

る
）

３
　

変
更

の
理

由

（
注

）

　
１

）
面

積
は

、
小

数
点

以
下

第
３

位
を

切
り

捨
て

、
小

数
点

以
下

第
２

位
止

め
で

記
載

す
る

こ
と

。

　
２

）
延

長
は

、
小

数
点

以
下

第
１

位
を

切
り

捨
て

、
整

数
止

め
で

記
載

す
る

こ
と

。

　
３

）
変

更
の

場
合

は
、

二
段

書
き

（
変

更
前

を
上

段
に

括
弧

書
き

、
変

更
後

を
下

段
）

で
記

載
す

る
こ

と
。

　
４

）
条

件
不

利
地

対
策

は
別

紙
３

、
花

粉
削

減
タ

イ
プ

は
別

紙
４

を
添

付
す

る
こ

と
。

面
積

（
h
a
）

延
長

（
ｍ

）

○
○

年
度

　
次

代
へ

つ
な

ぐ
森

林
再

生
事

業
　

事
業

（
変
更
）

計
画
書

市
町

名
事

業
種

目

計
画

事
業

量

計

市
町

名

間
伐

タ
イ

プ
皆

伐
タ

イ
プ

完
了

予
定

時
期



別
紙

３

１
 
条

件
不

利
地

対
策

施
行

地
一

覧

市
町

旧
町

村
大

字
字

地
番

面
積

(
h
a
)

予
定

搬
出

材
積

（
m
3
）

（
注

）

１
　

本
体

事
業

の
欄

に
は

造
林

事
業

を
記

載
す

る
こ

と
。

２
　

面
積

は
小

数
点

以
下

第
３

位
を

切
り

捨
て

、
小

数
点

以
下

第
２

位
止

め
、

予
定

搬
出

材
積

、
h
a
あ

た
り

の
搬

出
材

積
量

は
小

数
点

以
下

第
１

位
を

切
り

捨
て

、
整

数
止

め
で

記
載

　
　

す
る

こ
と

。

３
　

採
択

基
準

の
欄

に
は

、
次

の
い

ず
れ

か
の

番
号

を
記

入
す

る
こ

と
。

（
①

形
質

率
５

０
％

以
下

の
森

林
（

林
齢

が
３

５
年

生
以

下
の

森
林

は
形

質
率

７
０

％
以

下
の

森
林

）
、

　
　

②
間

伐
施

行
地

の
中

心
か

ら
土

場
等

ま
で

の
運

材
距

離
、

又
は

、
架

線
に

よ
る

集
材

距
離

が
１

０
０

ｍ
以

上
の

森
林

、
③

傾
斜

が
３

０
度

以
上

の
森

林
）

４
　

採
択

基
準

に
応

じ
て

別
紙

５
～

７
を

添
付

す
る

こ
と

。

備
考

本
体

事
業

整
理

番
号

事
業

主
体

施
行

箇
所

樹
種

林
齢

計
画

事
業

量
h
a
あ

た
り
の

搬
出

材
積
量

（
m
3
/
h
a
）

採
択

基
準



別
紙
４

２
 
花

粉
削

減
タ

イ
プ

施
行

地
一
覧

市
町

旧
町
村

大
字

字
地
番

（
注
）

１
　

面
積

は
小

数
点

以
下

第
３

位
を

切
り

捨
て

、
小

数
点

以
下

第
２

位
止

め
、

予
定

搬
出

材
積

、
h
a
あ

た
り

の
搬

出
材

積
量

は
小

数
点

以
下

第
１

位
を

切
り

捨
て

、
整

数
止

め
で

記
載

す
る

こ
と
。

２
　

計
画

区
分

の
欄

に
は

、
既

存
の

森
林

経
営

計
画

等
の

区
域

内
で

あ
る

場
合

は
森

林
経

営
計

画
名

、
特

定
間

伐
等

促
進

計
画

名
を

記
載

す
る

こ
と

。
計

画
区

域
外

の
場

合
は

「
-
」

を
記

入
す

る
こ

と
。

３
　

森
林

所
有

者
等

と
の

協
定

締
結

時
期

の
欄

に
は

、
協

定
を

締
結

し
た

年
月

又
は

締
結

予
定

年
月

を
記

載
す

る
こ

と
。

施
行

箇
所

整
理

番
号

事
業

主
体

計
画
区
分

森
林
所
有
者
等

と
の
協
定
締
結

時
期

樹
種

林
齢

面
積

(
h
a
)

予
定

搬
出

材
積

（
m
3
）

h
a
あ

た
り

の
搬

出
材

積
量

（
m
3
/
h
a
）

備
考



別
紙

５
１

　
条

件
不

利
地

対
策

①
形

質
率

調
査

結
果

表

a
 
小

径
木

b
 
曲

が
り

木
c
 
傷

・
腐

れ
木

・
折

損
木

d
 
二

又
　

低
木

計

（
注

）
１

　
本

体
事

業
に

は
造

林
事

業
を

記
載

す
る

こ
と

。
２

　
整

理
番

号
は

事
業

計
画

書
別

紙
３

の
整

理
番

号
を

記
載

す
る

こ
と

。
３

　
林

齢
区

分
ご

と
に

小
計

を
、

整
理

番
号

ご
と

に
合

計
を

記
載

す
る

こ
と

。
４

　
各

林
齢

区
分

ご
と

に
、

形
質

率
が

５
０

％
以

下
（

林
齢

が
３

５
年

生
以

下
の

森
林

は
形

質
率

７
０

％
以

下
）

で
あ

る
こ

と
。

５
　

１
施

行
地

内
で

林
齢

が
異

な
っ

た
場

合
は

、
３

５
年

生
未

満
の

施
行

地
の

合
計

面
積

と
３

５
年

生
以

上
の

施
行

地
の

合
計

面
積

で
そ

れ
ぞ

れ
１

．
０

h
a
未

満
は

１
か

所
、

　
１

．
０

h
a
以

上
２

．
０

h
a
未

満
は

２
か

所
、

そ
れ

以
上

は
２

．
０

h
a
増

す
ご

と
に

１
か

所
増

し
て

標
準

地
調

査
を

行
い

、
そ

れ
ぞ

れ
で

形
質

率
を

満
た

し
て

い
る

こ
と

６
　

面
積

は
小

数
点

第
１

位
ま

で
記

載
す

る
こ

と
。

７
　

添
付

資
料

と
し

て
、

標
準

地
ご

と
に

標
準

地
全

景
、

形
質

不
良

木
の

状
態

が
わ

か
る

写
真

を
全

標
準

地
分

添
付

す
る

こ
と

。

間
伐

予
定

本
数

（
１

０
０

㎡
）

間
　

伐
　

予
　

定
　

木
　

の
　

う
　

ち
　

形
　

質
　

不
　

良
　
木

形
質

率
（

％
）

本
体

事
業

整
理

番
号

樹
種

林
齢

面
積

(
h
a
)

標
準

地
番

号



別紙６
１　条件不利地対策

②運材距離（集材距離）調査結果表

１　本体事業には造林事業を記載すること。
２　整理番号は事業計画書別紙３の整理番号を記載すること。

本体事業

整理番号
間伐施行地の中心から土
場等までの運材距離
（架線による集材距離）



別紙７

１　条件不利地対策

③傾斜区分調査結果表

本体事業 整理番号 傾斜区分 面積(ha)

（注）

１　本体事業は造林事業を記載すること。

２　整理番号は、事業計画書別紙３の整理番号を記載すること。

３　施行地区内で森林簿データか、レーザー測量成果データによる傾斜区分が

　３０度以上ある箇所の帳票等の写しを添付すること。また、実測による場合

　は、傾斜が３０度以上あると判断される資料を添付すること。



別
紙

８

次
代

へ
つ

な
ぐ

森
林

再
生

事
業

補
助

金
交

付
申

請
内

訳
書

整
備

区
分

枝
番

枝
番

造
林

区
分

面
積

延
長

契
約

区
分

種
　

　
別

林
齢

平
均

搬
出

材
積

(
m
3
/
h
a
)

(
h
a
)

(
ｍ
)

法
定

福
利
率

苗
木

入
手

先
(
本
)

（
注
）

（
１
）
申
請
区
分
は
造
林
事
業
の

申
請

区
分

（
直

接
、

代
理

）
を
記

載
す

る
こ

と
。

（
２
）
本
体
事
業
名
は
、
条
件
不

利
地

対
策

、
再

造
林

対
策

の
場
合

に
、

森
林

環
境

保
全

直
接

支
援

事
業

を
記

載
す

る
こ

と
。

（
３
）
計
画
名
は
、
森
林
経
営
計

画
又

は
特

定
間

伐
等

促
進

計
画
に

基
づ

く
場

合
に

そ
れ

ぞ
れ

の
計

画
名

を
記

載
す

る
こ

と
。

（
４
）
事
業
区
分
は
、
条
件
不
利

地
対

策
、

自
力

等
対

策
、

再
造
林

対
策

を
記

載
す

る
こ

と
。

（
５
）
条
件
不
利
地
対
策
事
業
及

び
再

造
林

対
策

事
業

に
お

け
る
申

請
区

分
及

び
事

業
主

体
は

造
林

事
業

に
準

じ
る

も
の

と
す

る
。

自
力
等
対
策
事
業
に
お
け
る
事
業
計
画
認
定
者
（
補

　
　
　
助
金
交
付
申
請
者
）
が
施

業
を

実
施

す
る

場
合

の
申

請
区
分

は
直

接
、

事
業

主
体

は
事

業
計

画
認

定
者

を
記

入
す

る
も

の
と

す
る
。
自
力
等
対
策
事
業
に
お
け
る
事
業
計
画
認
定

　
　
　
者
（
補
助
金
交
付
申
請
者

）
と

は
異

な
る

者
が

施
業

を
実
施

し
た

場
合

の
申

請
区

分
は

代
理

、
事

業
主

体
は

施
業

を
実

施
し

た
者
を
記
入
す
る
も
の
と
す
る
。

（
６
）
樹
種
及
び
林
齢
は
、
施
業

種
が

再
造

林
の

場
合

は
、

皆
伐
時

の
樹

種
及

び
植

栽
時

の
林

齢
を

記
載

す
る

こ
と

。
（
７
）
搬
出
材
積
、
面
積
、
h
a
あ

た
り

の
搬

出
材

積
量

は
小

数
点
第

２
位

ま
で

記
載

す
る

こ
と

。
（
８
）
h
a
あ
た
り
の
搬
出
材
積
量

は
施

工
地

ご
と

（
若

し
く

は
枝
番

ご
と

）
の

h
a
当

た
り

の
搬

出
材

積
量

を
記

載
す

る
こ

と
。

（
９
）
条
件
不
利
地
対
策
の
採
択

基
準

の
欄

に
は

、
次

の
い

ず
れ
か

の
番

号
を

記
入

す
る

こ
と

。
　
　
条
件
不
利
地
対
策
：
①
形
質

率
５

０
％

以
下

の
森

林
（

林
齢
が

３
５

年
生

以
下

の
森

林
は

形
質

率
７

０
％

以
下

の
森

林
）

、
②

間
伐
施
行
地
の
中
心
か
ら
土
場
等
ま
で
の
運
材
距
離
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
又
は
、

架
線

に
よ

る
集

材
距

離
が

１
０
０

ｍ
以

上
の

森
林

、
③

傾
斜

が
３

０
度

以
上

の
森

林
）

（
１
０
）
造
林
事
業
に
よ
る
も
の

の
場

合
は

、
造

林
事

業
申

請
区
分

等
の

申
請

区
分

、
番

号
及

び
枝

番
に

造
林

事
業

補
助

金
申

請
書

で
記
載
し
た
も
の
を
記
載
す
る
こ
と
。

事
業
区

分
施
業
種

申
請

番
号

事
業

計
画

整
理

番
号

実
　

施
　

箇
　

所
所

有
者

区
分

(
事

業
主

体
名

)
樹

種
搬

出
材

積
(
m
3
)

事
業
量

　
　

　
年

度
(
第

 
期

申
請

)

申
請

者
名

市
町
名

申
請

区
分

本
体

事
業
名

計
画

名

合
計

簡
易
構

造
物

現
場

管
理
費

有
無

植
栽

樹
種

植
栽

本
数

備
考

旧
町

村
大

字
字

地
　

番
枝 番

採
択

基
準

造
林

申
請

番
号



別
紙

９

次
代

へ
つ

な
ぐ

森
林

再
生

事
業

補
助

金
交

付
申

請
内

訳
書

（
連

携
支

援
タ

イ
プ

）

事
業

量

面
積

(
h
a
)

（
注

）

（
１

）
事

業
種

目
は

、
「

業
務

連
携

支
援

対
策

」
、

「
林

内
整

理
支

援
対

策
」

、
「

人
材

確
保

支
援

対
策

」
ま

た
は

「
技

術
指

導
支

援
対

策
」

の
い

ず
れ

か
を

　
　

記
載

す
る

こ
と

。

（
２

）
造

林
事

業
申

請
番

号
に

は
、

当
該

箇
所

の
人

工
造

林
の

申
請

番
号

を
記

載
す

る
。

（
３

）
面

積
は

小
数

点
第

２
位

ま
で

記
載

す
る

こ
と

。

市
町

名

枝
番

施
業

種
（

人
材

確
保

支
援

対
策

の
み

記
載

）

申
請

者
名

事
業

種
目

　
　

　
年

度
(
第

 
期

申
請

)

備
考

旧
町

村
大

字
字

地
　

番

合
計

申
請

番
号

実
　

施
　

箇
　

所

造
林

事
業

申
請

番
号

枝
番



別紙１０

　　　　年　　月　　日

　（補助金交付者）

　　佐賀県知事　　様

住所　　　　

氏名(自署)　

 　　私は、佐賀県次代へつなぐ森林再生事業の補助金交付申請に当たって、次の事項

　　について同意します。

　　1．下記の申請箇所について、事業完了後に森林経営計画又は特定間伐等促進計画

　　　を作成すること。

　 ２．植栽後５年間は、下草等が植栽木の成長を阻害する場合は、下刈等の保育を行

　　　うこと。

　 ３．植栽後は10年間森林保険に加入すること。

（申請箇所）

市町

計画の作成に関する同意書

申請面積所在地大字・字・地番（又は林小班）



別
紙

１
１

年
度

期
事

業
区
分

事
業

種
目

事
業

内
容

市
町

申
請

区
分

施
業

種
造
林
区

分
整
理
番
号

加
入

６
点

加
入

１
点

加
入

５
点

加
入

1
0
点

加
入

２
点

加
入

３
点

　
　

　

　
※
 
記
入
要

領
(
参
考
)

　
①
申
請
書
内
訳
書

の
整

理
番

号
毎

(
１

施
行

地
毎

)
に

１
枚

を
作

成
す

る
こ

と
。

適
用

加
算

率

　
②
各
作
業
者
毎
の

加
入

区
分

(
労

災
保

険
、

雇
用

保
険
･
･
･
)
毎

に
加

入
の

有
無

と
配

点
数

を
記

入
す

る
こ

と
。

1
点

未
満

 
0
 
%

　
③
国
民
年
金
及
び

国
民

健
康

保
険

は
加

算
対

象
外

。
1
点

以
上

 
7
点

未
満

 
 
3
 
%

　
④
7
0
歳
以
上
は
厚
生

年
金

保
険

に
加

入
で

き
な

い
た

め
、

注
意

す
る

こ
と

。
7
点

以
上

 
1
3
点

未
満

 
 
1
0
 
%

1
3
点

以
上

 
2
3
点

未
満

 
 
1
3
 
%

2
3
点

以
上

 
 
1
8
 
%

社
会

保
険

等
の

加
入

状
況

実
態

調
査

表

申
請
者

作
業
期
間

作
業
者
名

労
災

保
険

雇
用
保

険
健

康
保
険

厚
生

年
金

保
険

退
職
金
共
済

計
直
営
・

請
負
別

備
　
考

中
退

共
以
外

合
計
点
数

平
均
点
数

適
用
加
入
率

平
均

点
数

中
退
共



別紙１２ 

送電線下等施行地確認表 

年  月  日 

 

申 請 者 名：          

                       確認者氏名：                  

                     

 

１ 〇〇  年度 第 期申請においては、送電線下等の施行地はありませんで 

した。 

 

２ 〇〇  年度 第 期申請における下記施行地においては、送電線下等であ

るものの、「○○○○電力会社」に確認した結果、立木と送電線の間に十分な

離隔距離（「電気設備に関する技術基準を定める省令」の規程による離隔距離） 

あること、また送電線等の張替え及び鉄塔等の建替えによる次代へつなぐ森林

再生事業の実施に支障がないことを確認しました。 

 
注） 

※ １、２の何れかを記載すること。 

※事業実施年度の翌年度から起算して、最低５年以上は確実に離隔距離に抵触しない 

こと、また送電線等の張替え及び鉄塔等の建替えの計画がないことを確認する

こと。 

 

記  

   

申請番号 市町名（旧町村名） 大字・字・地番 施業種 樹種 林齢 備考 

 ○○市（○○町）      

       

       

       

       

       

       

       

       

 

注） 申請番号は、補助金交付申請内訳書の申請番号と一致させること。 

上記については、送電線下等の施行地のみ記載すること。 



別紙１３

(       )

注) １　一施行地ごとに記載すること。

 　【記載例】

〇〇　　年度　次代へつなぐ森林再生事業施業図 申請番号:　  　     　　

市町名 林班
（準林班(小班群)）

小班 事業名
施業種

（造林区分）

注）１ 周辺の地形地物等の特徴を記載すること。
     ２ 縮尺は、2ha以下500分の1、2～5ha1,000分の1、5ha以上2,500分の1を目途とする。

     ４　GNSS測量による場合は、方位角は省略することができる。

施行地
樹種

(林齢)
面　　積（ha） 所有者名（住所・氏名）

大字○○字○○１－１

     ２　面積測定方法は、一施行地毎に実測し、野帳の写しを添付すること。
         ただし、精度の高い既存の図面がある場合は、これを利用して求めることができる。
     ３　面積の単位はhaで、小数点以下第２位とし第３位を四捨五入する。



様式第２号 

第     号 

年  月  日 

 

 

佐賀県知事  様 

 

 

申請者  住所 

    氏名            

 

 

〇〇 年度 次代へつなぐ森林再生事業一部検査依頼書 

 

 

下記のとおり事業の一部を完了したので、検査をされるよう関係書類を添 

えて提出します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助金交付申請内訳書（一部）  別記のとおり 



様
式

第
３
号

調
書

作
成

日
　

〇
〇

　
　

年
　

　
月

　
　
日

申
　

請
　
者

市
 
町

 
事

　
　

業
　

　
名

申
請

番
号

検
　
査
　
確
　
認
　
者

農
林

事
務
所

所
　

属
職

　
名

 
　

　
年

　
　

月
　

　
日

　
～

　
　

年
　

　
月

　
　
日

 
　

　
年

　
　

月
　

　
日

　
～

　
　

年
　

　
月

　
　
日

次
代

へ
つ

な
ぐ

森
林

再
生

事
業

検
査

調
書

氏
　

名

検
　

査
　

年
　

月
　
日

 
　

　
年

　
　

月
　

　
日

　
～

　
　

年
　

　
月

　
　
日

 
　

　
年

　
　

月
　

　
日

　
～

　
　

年
　

　
月

　
　
日

 
　

　
年

　
　

月
　

　
日

　
～

　
　

年
　

　
月

　
　
日

 
　

　
年

　
　

月
　

　
日

　
～

　
　

年
　

　
月

　
　
日

 
　

　
年

　
　

月
　

　
日

　
～

　
　

年
　

　
月

　
　
日

 
　

　
年

　
　

月
　

　
日

　
～

　
　

年
　

　
月

　
　
日

 
　

　
年

　
　

月
　

　
日

　
～

　
　

年
　

　
月

　
　
日



別
紙

１
４

次
代
へ
つ

な
ぐ
森
林
再
生
事
業
検
査
調
書

整
備

区
分

枝
番

枝
番

造
林

区
分

面
積

延
長

契
約

区
分

種
　

　
別

林
齢

平
均

搬
出

材
積

(
m
3
/
h
a
)

(
h
a
)

(
ｍ

)
苗

木
入

手
先

(
本

)

（
注

）

（
１

）
申

請
区

分
は

造
林

事
業

の
申

請
区

分
（

直
接

、
代

理
）

を
記

載
す

る
こ

と
。

（
２

）
本

体
事

業
名

は
、

条
件

不
利

地
対

策
、

再
造

林
対

策
の

場
合

に
、

森
林

環
境

保
全

直
接

支
援

事
業

を
記

載
す

る
こ

と
。

（
３

）
計

画
名

は
、

森
林

経
営

計
画

又
は

特
定

間
伐

等
促

進
計

画
に

基
づ

く
場

合
に

そ
れ

ぞ
れ

の
計

画
名

を
記

載
す

る
こ

と
。

（
４

）
事

業
区

分
は

、
条

件
不

利
地

対
策

、
自

力
等

対
策

、
再

造
林

対
策

を
記

載
す

る
こ

と
。

（
５

）
事

業
主

体
名

は
、

自
ら

所
有

す
る

森
林

に
お

い
て

自
力

で
施

業
を

行
っ

た
間

伐
に

つ
い

て
、

代
理

で
申

請
す

る
場

合
に

記
入

す
る

。
そ

の
他

の
代

理
申

請
に

つ
い

て
は

、
委

任
状

に
　

　
　

お
い

て
事

業
者

を
確

認
す

る
。

（
６

）
樹

種
及

び
林

齢
は

、
施

業
種

が
再

造
林

の
場

合
は

、
皆

伐
時

の
樹

種
及

び
植

栽
時

の
林

齢
を

記
載

す
る

こ
と

。
（

７
）

搬
出

材
積

、
面

積
、

h
a
あ

た
り

の
搬

出
材

積
量

は
小

数
点

第
２

位
ま

で
記

載
す

る
こ

と
。

（
８

）
h
a
あ

た
り

の
搬

出
材

積
量

は
施

工
地

ご
と

（
若

し
く

は
枝

番
ご

と
）

の
h
a
当

た
り

の
搬

出
材

積
量

を
記

載
す

る
こ

と
。

（
９

）
採

択
基

準
の

欄
に

は
、

次
の

い
ず

れ
か

の
番

号
を

記
入

す
る

こ
と

。
　

　
　

条
件

不
利

地
対

策
：

①
形

質
率

５
０

％
以

下
の

森
林

（
林

齢
が

３
５

年
生

以
下

の
森

林
は

形
質

率
７

０
％

以
下

の
森

林
）

、
②

間
伐

施
行

地
の

中
心

か
ら

土
場

等
ま

で
の

運
材

距
離

、
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
又

は
、

架
線

に
よ

る
集

材
距

離
が

１
０

０
ｍ

以
上

の
森

林
、

③
傾

斜
が

３
０

度
以

上
の

森
林

）
　

　
　

再
造

林
対

策
：

④
樹

冠
長

率
３

０
％

未
満

、
⑤

形
状

比
９

０
以

上
、

⑥
風

倒
木

等
被

害
地

、
⑦

侵
入

竹
等

（
侵

入
竹

林
被

害
地

ま
た

は
さ

が
の

森
林

(
も

り
)
フ

ル
活

用
チ

ャ
レ

ン
ジ

事
業

）
（

１
０

）
造

林
事

業
に

よ
る

も
の

の
場

合
は

、
造

林
事

業
申

請
区

分
等

の
申

請
区

分
、

番
号

及
び

枝
番

に
造

林
事

業
補

助
金

申
請

書
で

記
載

し
た

も
の

を
転

記
す

る
。

（
１

１
）

現
地

検
査

を
行

っ
た

施
行

地
に

つ
い

て
は

、
現

地
確

認
の

欄
に

○
を

記
載

す
る

こ
と

。

事
業

区
分

施
業

種

申
請

番
号

事
業

計
画

整
理

番
号

実
　

施
　

箇
　

所
所

有
者

区
分

(
事

業
主

体
名

)
樹

種
搬

出
材

積
(
m
3
)

事
業

量

平
成

　
年
度

(
第

 
期

申
請
)

申
請

者
名

市
町

名
申

請
区

分
本

体
事

業
名

計
画

名

合
計

簡
易

構
造

物
植

栽
樹

種
植

栽
本

数
採

択
基

準
備

考
旧

町
村

大
字

字
地

　
番

枝 番

造
林

申
請

番
号

現
地

確
認



様式第３号（連携支援タイプに適用）

次代へつなぐ森林再生事業 　 検査調書（連携支援タイプ）

1.検査概要

申　請　者 市 町 事　　業　　種　　目

2.検査確認者

農林事務所 所　属 職　名

3.検査結果

3-1　業務連携及び林内整理支援対策

合・否

3-2　人材確保支援対策

合・否

3-3　技術指導支援対策

合・否

注）書類を照合し、合格の場合は、「○」、不合格の場合は、「×」を記入すること。

検　査　年　月　日

 　　年　　月　　日

 　　年　　月　　日

 　　年　　月　　日

氏　名

検査項目 確認方法

業務連携にかかる資料 必要な書類が整理されているか

森林所有者等への説明にかかる資料 必要な書類が整理されているか

林内整理にかかる資料 必要な書類が整理されているか

人工造林の申請
実施箇所で人工造林が実施されている
か

検査項目 確認方法

現場技術指導にかかる資料 必要な書類が整理されているか

人工造林または下刈の申請
実施箇所で人工造林または下刈が実施
されているか

検査項目 確認方法

現場技術指導にかかる資料 必要な書類が整理されているか

人工造林または下刈の申請
実施箇所で人工造林または下刈が実施
されているか



 

様式第４号 

〇〇 年度 次代へつなぐ森林再生事業完了届 

№ 
事業名 

 
完了日    年 月 日 

施業種 
 ＊ 整 理 番 号     

事 業 

箇 所 

         市 

                 大字   字 

町 

所有者・地番確認 

  

 

内 

 

 

訳 

大字 字 地 番 樹 種 林齢 数 量

ha,ｍ 

備 考 ※注)５ 

       

       

       

       

       

       

計   

☆これまでに、この場所について補助金又は融資を受けたこと 無 ・ 有 

☆所有規模 0.5ha未満，0.5～1ha，1～5ha，5～20ha，20～50ha，50ha以上 

 上記のとおり事業を完了したので届けます。なお補助金交付申請の手続きをお願

いします。                                    年  月  日 
                     様 

                              事業者 住所 

                                      氏名             

 

                              受付者 氏名                        

 
注) １ ☆印は○で囲むこと。＊印は代理人で記入し、｢整理番号｣は申請書と整合すること。 

２ 「所有者・地番確認」欄には、「土地課税台帳により確認済」等と記入する。 
３ 「施業種」：切捨間伐、搬出間伐、森林作業道等を記入する。 
４ 「数量」：面積（ha）または延長（ｍ）を記入する。 
５ 「備考」：「搬出」の場合、搬出材積(m3)を記入する。 
６ 事業者は、その山林の所有者（登記されている人、または税金を支払っている人）と

しその者の住所及び名前を記入する。 
７ 完了届は申請番号の順に綴じて代理人において保存すること。（県への提出は不要） 
８ 代理人は、個人毎に別葉とせず一覧表形式で整理することができるものとする。 

９ 電話、口頭による届出についても受け付けて､代理人において完了届を整理すること。 



別紙１５（次代へつなぐ森林再生事業（花粉削減タイプ）に適用） 

次代へつなぐ森林再生事業に関する協定書 

（協定の目的） 
第１条 この協定は○○○（以下「甲」という。）が、花粉発生源となるスギを主体とする人工林を伐
採し、花粉の少ない苗木への植え替えを促進する必要がある森林において、次代へつなぐ森林再生
事業（以下「事業」という。）を実施するにあたり、森林所有者○○○（以下「乙」という。）及び
○○市（町）長（以下「丙」という。）の合意のもと、第３条に掲げる森林において、事業の実施及
び事業の実施後の森林の維持管理等に関する事項を定めることを目的とする。 

 
（協定の期間） 
第２条 この協定の期間は甲が事業を完了する翌年度から起算して１０年間とする。 

２ この協定の目的の達成のため、特に必要のある場合には、甲乙丙協議の上、この協定を更新す
ることができるものとする。 

 
（協定の対象とする森林） 
第３条 協定の対象とする森林（以下「対象森林」という。）の所在及び面積等は、別紙のとおりとす

る。 
 
（整備の内容） 
第４条 甲は、協定森林について、事業により適切な森林整備を実施するものとする。 
 
（費用の負担等） 
第５条 整備に要する費用は、甲・乙協議のうえ定める。 
 
（当時者の義務） 
第６条 甲及び乙は、それぞれ次の各号に定める義務を負い、誠実に履行するものとする。 
（１）甲の義務 
   第４条の整備を実施し、その結果を乙に報告すること。 
（２）乙の義務 
  ア 事業の実施に協力し、その施行に支障を及ぼす一切の行為をしないこと。 
  イ 対象森林の境界及び所有権等の権利に関し、第三者から異議申し立てがあった場合は、その

処理解決にあたること。 
  ウ ◯◯市（町）森林整備計画に規定された森林整備の方法に関する事項を遵守すること。 
  エ 事業の完了年度の翌年度から起算して１０年以内に、対象森林を森林以外の用途へ転用しな

いこと及び立木竹の皆伐を行わないこと。 
  オ 乙がこの義務に違反した場合又は乙の都合により当該協定を破棄した場合は、第４条の整備

のために要した経費のうち、甲が負担した費用相当額を甲に支払うこと。 
 
（災害等による損害） 
第７条 第４条の整備の実施中及び実施後に、火災、天災その他甲の責に帰し得ない事由により、対

象森林に生じた損害及び第三者に生じた損害については、甲はその責任を負わない。 
２ 第４条の整備により、対象森林の林相が著しく変化したり、又は立木その他に損害が生じた場
合であっても、甲はその責任を負わない。 

 
（協定の継承等） 
第８条 協定期間中に対象森林の所有権を移転、又は貸借する場合には、乙は、所有権を取得した者

又は貸借した者に対し、この協定を継承しなければならない。 
 
（特別な事情による協定の失効） 
第９条 次の各号に掲げる場合においては、この協定の全部又は一部についてその効力を失う。 
（１）対象森林の全部又は一部が公用、公共用もしくは公益事業の用に供されるとき。 
（２）火災、天災その他当事者の責に帰さない事由により、対象森林の全部又は一部が滅失したとき。 
 
（疑義の決定） 
第１０条 この協定に関し疑義があるとき又はこの協定に定めがない事項については、甲及び乙並び

に丙が協議のうえ定めるものとする。 
 

  年  月  日 
甲 事 業 主 体  住  所    事業主体の長(自署)     

乙 森林所有者  住  所    氏    名(自署)   

          丙 市（町）長  住  所    市 （ 町 ） 長      

 
 
 
注 １ 事業主体の長又は森林所有者が法人の場合、協定にかかる責任者の氏名の自署を付記し、法人代表者の氏名を記名とすることができる。 

  ２ 法人の場合にあっては、担当部署の責任者及び担当者の所属部署、役職、氏名及び連絡先を確認することができる書面を添付すること。ただし、他の方法により

確認を行うことができる場合は、この限りでない。  



（別紙） 
協定の対象とする森林（第３条関係） 

森林の所在地 樹種 林齢 
面積 

（ha） 
施業種 実施時期 備考 

◯◯市（町）大字◯◯字○○ 

□□番地 
   

  
 

       

       

       

       

       

       

 



別紙１６（次代へつなぐ森林再生事業（業務連携支援対策）に適用） 
 

林内整理に関する合意書 
 

○○○（以下「甲」という。）と○○○（以下「乙」という。）とは、次代へつなぐ森林再生事業（以

下「事業」という。）の業務連携及び林内整理支援対策を実施するにあたり、以下のとおり合意する。 
 
１. 事業を実施する森林（以下「対象森林」という。）の所在及び面積等は、以下のとおりとする。 

 
２. 甲と乙は、森林所有者に対し、皆伐後の林内整理、植栽、下刈等の必要性等について説明し、事

業実施の同意を得る。 
３. 甲と乙は、皆伐後、スムーズに植栽が行えるよう、工程の調整を行う。 
４. 乙は、皆伐により生じる林地残材等を機械等により整理し、地拵えが人力で行える状態にする。 
５. 甲は、４が適切に実施されるよう、現場確認、現場技術指導、完了確認等を行う。 
６. 甲は、補助金の計画承認、交付申請、請求及び受領を行い、林内整理支援対策に係る補助金は、

甲から乙へ支払う。 
 
 
本合意が成立した証として、本書を２通作成し、甲・乙各１通保管する。 
 

  年  月  日 
甲 事 業 主 体  住  所    事業主体の長(自署)     

乙 林内整理実施者  住  所    氏    名(自署)   

 
 
 
注 １ 事業主体の長又は林内整理実施者が法人の場合、合意書にかかる責任者の氏名の自署を付記し、法人代表者の氏名を記

名とすることができる。 

  ２ 法人の場合にあっては、担当部署の責任者及び担当者の所属部署、役職、氏名及び連絡先を確認することができる書面

を添付すること。ただし、他の方法により確認を行うことができる場合は、この限りでない。 
 

森林の所在地 樹種 林齢 
面積 

（ha） 
実施時期 備考 

◯◯市（町）大字◯◯字○○ □□番地      

      

      

      

      



別紙17

申請期

森林の所在地

面積（ha）

説明者（作成者）

対象者
（森林所有者）

説明内容

期間

説明方法

※森林所有者に説明した資料及び説明状況写真を添付すること。

森林所有者説明資料


